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知的財産推進計画２００５

第１章 知的財産の創造
１．大学等における知的財産の創造を推進する
（２）知的財産に関する総合的な体制を強化する

①大学の知的財産本部を強化する
ⅰ）２００５年中できるだけ速やかに、モデルとなる大学知的財産本部の知的財産活動を
評価し、特に活発な活動を実施し、国際競争力強化に貢献が期待されるスーパー産
学官連携本部を厳選して、その活動への支援を強化する。

⑥大学知的財産本部・ＴＬＯを評価する

ⅰ）２００５年度も引き続き、大学知的財産本部・ＴＬＯの活動業績に関して毎年フォロー
アップを行う。産学官連携推進活動に係る連携体制の評価手法を確立し、２００５年度
から、それに基づく評価を行い、その結果を公表する。また、評価結果を資源配分や
制度改善に反映させる。
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「知的財産推進計画２００５」「知的財産推進計画２００５」
【【知的財産戦略本部決定（平成１７年６月）知的財産戦略本部決定（平成１７年６月）】】



知的財産戦略の強化・産学官連携の推進によるイノベーションの創出

特許化 実用化

体制の整備充実

創造的
研究成果

各種
研究推進制度

○知的財産戦略の強化・産学官連携の一層の推進
○「知」の源泉としての大学等における研究教育を一層活性化させ、社会の信頼を得つつ発展
○政府が集中的・計画的に実施すべき施策である知的財産推進計画を確実に実施
○大学等の知的財産を戦略的に創出・取得・活用し、社会還元を促進するためのトータルプラン
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支
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○特許化支援等2,718百万円（2,730）
（技術移転支援センター事業）
・海外特許出願支援を充実

○産学官連携人材の
育成・確保1,004百万円（1,149）

・専門人材（コーディネーター）の配置
・技術移転・知的財産人材等の養成

○知的財産本部の充実2,585百万円（2,649）
・知的財産本部（４３件）及びスーパー
産学官連携本部（６件）の充実

○産学共同シーズイノベーション化事業 1,400百万円（新規）（別添６参照）
・基礎から応用までを見通した大型共同研究の推進
○独創的シーズ展開事業 9,479百万円（9,674）
・大学発ベンチャーの創出・事業展開に必要な経費を支援
・大学等の研究成果の効率的な技術移転を支援

平成１８年度予算案37,056百万円
（平成１７年度予算額33,687百万円）
※運営費交付金中の推計額を含む
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文部科学省における産学官連携関係予算文部科学省における産学官連携関係予算



① 発掘段階

全国規模の大学等の研究者による研究成果報告会(科研
費、JST戦略創造研究等)(産業界による評価)

② 対話段階

産業界と研究者との対話、話し合いによる絞り込み

③ 共同FS(フィージビリティスタディ)段階

大学と企業が共同して行うFSの実施
(ポスドクによる軽微な追加試験・研究、
市場性調査など)

１．潜在シーズの顕在化ステージ１．潜在シーズの顕在化ステージ

本格的共同研究
(大型マッチングファンド)

２２..顕在化シーズの育成ステージ顕在化シーズの育成ステージ

大学等
研究機関
（研究者）

共同研究
企業

共同研究マネージャー
(FSからの一貫マネジメント)

〔2～4年の研究開発期間〕
〔企業からの支出額を上限に
研究開発費を支援〕

〔原則1年の実現可能性実証期間〕
〔産と学のマッチング形式でＦＳ等の費用を支援〕

外部有識者に
よる審査(プロ
ポーザル品評会)

イノベーションイノベーション
の創出への創出へ

共同
提案

各大学等における研究
成果報告会

共同研究
マネージャー

マネジメント

大学・企業
等における
共同研究

・本事業以外の技術移転関
連制度による研究開発
・企業による本格研究

共同提案

平成１８年度予算案 1,400百万円（新規） ※運営費交付金中の推計額
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産学共同シーズイノベーション化事業
－潜在しているシーズの発掘から大学等と企業との共同研究まで繋ぐことでイノベーションの創出を目指す－

（別添６）


